






当第２四半期の「当期利益」は、1,524億円となり、
前年同期と⽐べ、269億円の減益となりました。

当期の「⼀過性損益」は、LPG元売事業ジクシスの株主再編に係る
利益計上があったことなどから、230億円の利益となりました。

「⼀過性を除く業績」で⾒ますと、当期は、1,290億円となり、前年同期と⽐べ、
430億円の減益となりました。

中⾝を「資源ビジネス」と「⾮資源ビジネス」に分けて⾒ますと、
資源ビジネスの当期は、170億円となり、前年同期と⽐べ、150億円の減益となりました。

これは、⽯炭などの資源価格の下落に加え、ボリビア銀・亜鉛・鉛事業や
マダガスカルニッケル事業が減益となったことなどによるものです。

⾮資源ビジネスは、1,120億円となり、前年同期に⽐べ、280億円の減益となりました。

電⼒EPC案件の進捗や不動産事業が堅調に推移した⼀⽅で、北⽶鋼管事業が減益に
なったことや、⾃動⾞関連事業が第１四半期に引き続き低調に推移したことなどによるものです。



こちらはセグメント毎の業績になります。

インフラと⽣活・不動産は、前年同期に⽐べ増益、あるいは横ばいとなりましたが、
その他のセグメントでは減益となりました。

セグメント毎の業績概要につきましては、資料右側に記載しております。



当第２四半期のフリーキャッシュ・フローは、441億円のキャッシュ・アウトとなりました。

主な内容ですが、「基礎収益キャッシュ・フロー」は、コアビジネスが着実にキャッシュを創出したこと
などにより、1,555億円のキャッシュ・インとなりました。

続いて、「資産⼊替」では、英国 洋上⾵⼒発電事業の売却や航空機エンジンリース事業の
共同事業化などにより、600億円の資⾦を回収しました。

「その他の資⾦移動」は、運転資⾦の増加などにより、1,300億円のキャッシュ・アウトとなって
おります。

また、「投融資」は、北欧駐⾞場事業の買収や、国内不動産案件の取得などにより、
2,000億円のキャッシュ・アウトとなりました。

以上の通り、当第2四半期のフリーキャッシュ・フローはマイナスとなりましたが、
通期では⿊字とすべく、マネージしてまいります。

資料右の財政状態についてですが、総資産は、前期末と⽐べ、3,000億円増加し、
8兆2,000億円となりました。

円⾼の影響により1,500億円の減少があった⼀⽅で、IFRS第16号「リース」基準適⽤に
より、オペレーティングリースがオンバランスとなった影響で3,900億円の増加があったことなどに
よるものです。



⾜元の事業環境が継続する前提のもと、第2四半期までの進捗を踏まえ、
当期利益は、期初予想3,400億円に対し、通期⾒通しを3,000億円に下⽅修正致しました。

⼀過性を除く業績で⾒ますと、資源ビジネス・⾮資源ビジネスともに期初予想に対して
通期⾒通しを引き下げておりますが、資源ビジネスは、⽯炭価格などの資源価格下落の影響や、
マダガスカルニッケル事業の操業が低調に推移していることなどによるものです。

⾮資源ビジネスは、北⽶鋼管事業の回復に遅れが⾒込まれることや、⾃動⾞関連事業が
低調に推移していることが主な要因となります。

上段右側、④の下期⾒通しにつきましては、当期利益は概ね上期から横ばいで推移すると
⾒ております。

⼀⽅、⼀過性を除く業績では、上期に⽐べ190億円の増益を⾒込んでおります。

これは、不動産事業で下期に複数の引き渡しを⾒込んでいることに加え、期初の計画からは
遅れているものの、⽶国タイヤ事業TBCの再編効果や⾃動⾞製造事業を始めとした各事業で
回復に向けた取り組みの効果が出てくることを⾒込んでいるものです。





今中計の配当⽅針は、連結配当性向30％程度を⽬安に、基礎収益やキャッシュ・フローの
状況等を勘案の上、配当額を決定することとしています。

当期の年間配当予想につきましては、当期利益の通期⾒通しを3,000億円に下⽅修正した
ことを踏まえ、普通配当を⼀株当たり70円とし、それに記念配当10円を加え、
合計で80円とする予定です。

なお、中間配当は普通配当35円に記念配当10円を加え、45円とします。





本中計では、「成⻑戦略の推進」と「経営基盤の強化」を両輪に新たな価値創造に向けて
取り組んでいます。

「成⻑戦略の推進」としては、既存事業のバリューアップ、次世代新規ビジネスの創出、
そして、プラットフォーム事業の連携深化を3つの柱としています。



これまでの進捗について、幾つかの定量的な指標に基づきご説明いたします。

今年度の当期利益につきましては、先ほどご説明しましたように、
当初計画の3,400億円を下⽅修正し、3,000億円を⾒込んでいます。

投融資につきましては、3年間で1兆3,000億円の計画に対し、5,000億円を実⾏して
おります。

配当後フリーキャッシュ・フローについては、次のページで詳しくご説明いたします。



左側が本中計のキャッシュ・フロー計画を、右側が現時点の状況をお⽰ししたグラフです。

本中計では、3年間で、1兆8,000億円のキャッシュ・インを計画しています。
このうち、キャッシュ・フロー収益により1兆2,000億円を⾒込み、残る6,000億円は、
資産⼊れ替えなどを通じてキャッシュを創出することにしています。

キャッシュ・アウトとしては、1兆3,000億円を投融資に充てる計画としております。
そして、配当に3,000億円を確保したうえで、配当後フリーキャッシュ・フローを2,000億円以上
創出する計画です。

1年半が経過した時点では、持分法投資先からの配当増加もあり、キャッシュ・フロー収益は
6,400億円となっているほか、⽶国タイヤ事業（TBC）の再編やインドネシア商業銀⾏
（BTPN）の売却などの、資産⼊れ替えによるキャッシュの創出が3,000億円となり、
順調に進捗しています。

⼀⽅で、1,400億円を配当、5,000億円を投融資に充てました。
更に「その他資⾦移動」では、在庫や販売⽤不動産の取得など、運転資⾦の増加により
2,500億円をキャッシュ・アウトした結果、配当後フリ－キャッシュ・フローは、400億円に
留まっています。
今後、計画値2,000億円を⽬指し、マネージしてまいります。

続きまして、この1年半で実⾏した5,000億円の投融資の内訳について
ご説明いたします。



まず、新規投融資では、当社が強みをもつ欧州 洋上⾵⼒発電事業や、
国内/海外の不動産事業などに投資を⾏ったほか、これまでの知⾒を活かせる分野、
例えば、⽶国スチールサービスセンター事業や、チリ 銅鉱⼭事業にも参画しました。

追加・更新投資では、輸送機・建機関連でリース・レンタル資産を積み増したほか、
SCSKにて、設備投資や、⾦融向けシステム開発会社とシステム検証会社の完全⼦会社化を
実施しました。

従来の延⻑線上での収益モデルに安住せず、それぞれが有するネットワークや事業基盤を
活かして、更なるバリューアップを図っております。



また、今中計では次世代新規ビジネスの創出にも取り組んでおり、この3年間でご覧の3分野に
3,000億円を投資する計画です。
昨年4⽉以降、これまでに700億円の投資を実⾏しております。

「テクノロジー×イノベーション」の分野では、ノルウェーの⽯油ガス関連ベンチャーである、
Sekal社に出資しました。
同社は、⽯油･天然ガス開発時の掘削作業をリアルタイムで分析し、掘削活動の効率化を
遠隔地から実⾏できるソフトウェアを開発しています。
同社の技術と当社の鋼管サプライチェーンマネジメントを掛け合わせることで、掘削⾃動化
プラットフォーム構築を実現させたいと考えています。

「ヘルスケア」分野では、マレーシアで、マネージドケア事業への投資を⾏い、現在事業の拡⼤を
図っております。

「社会インフラ」の分野では、本年4⽉に北欧最⼤⼿の駐⾞場事業会社である、
Q-Park Operations B.V.社を買収しました。
尚、同社はAimo-Parkへ名称を変更しております。

以上の通り、ビジネス環境の変化、メガトレンドや当社のケイパビリティを踏まえ、
次世代の収益の柱を創出するべく、そのための種まきにもしっかりと取り組んでおります。

これら次世代ビジネスの収益化は中⻑期的な⽬線で取り組んでおり、
次期中計以降に収益貢献してまいります。



ここまでは中⻑期的な視点で申し上げましたが、⾜元で最も重要なのは、
申し上げるまでもなく、既存事業のバリューアップであり、
今中計の残り1年半の期間もこの点に注⼒していきたいと考えております。

既存事業のバリューアップに向けては、3つの切り⼝に重点をおいて取り組んでいます。

まず、「新規優良アセットの着実な積み増し」です。
最近でも、欧州洋上⾵⼒発電事業や不動産など、当社の知⾒を活かせる分野において、
収益に貢献している案件が多くあります。
今後も、各部⾨の戦略に則った、成⻑のための新規投資を継続してまいります。

次に、「低採算事業の早期⽴て直し」です。
昨今、事業環境が厳しさを増していることもあり、⾜元では苦戦を強いられているビジネスも
あります。これらビジネスに関しましては、全社のリソースを投⼊し、環境に左右されない、
強固な収益基盤の再構築を⽬指します。
同時に、しっかりと事業性の⾒極めも実施してまいります。

そして3つ⽬が、「⼤型仕掛案件の収益改善」です。
マダガスカルにおける、ニッケル事業（アンバトビー）や欧州⻘果物事業（Fyffes）などの
事業の収益⼒の改善は申し上げるまでもなく、全社業績に貢献するものです。

アンバトビーについては、これまでの取り組みが実を結び、操業の肝となるPALは改善・安定しつつ
あります。引き続き、設備の修繕に加え、プロアクティブなメンテナンス等をはじめとする施策を講じ、
⾼位安定操業を⽬指して取り組んでまいります。



今年度につきましては、期初に計画した業績および配当を下⽅修正致しました。
株主をはじめとするステークホルダーの皆様には申し訳なく思っております。

厳しい事業環境は当⾯継続すると思われますが、今中計の残りの期間、成⻑戦略の推進に
据えている3本の柱を確実に実⾏することで「中期経営計画2020」のキャッチアップを
⽬指します。

修正した⽬標の達成に向け、全社⼀丸となってあらゆる⼿を打ち、取り組んでまいります。


